
 

 

 

平成２７年度事業報告 

自：平成２７年４月 １日 

至：平成２８年３月３１日 

 

１．平成２７年度の総括 

平成２７年度の事業は、事業計画および収支予算に基づき、補助事業・委託事業の内容を改善充実させ、

取組みを強化した結果、次のような事業成果を得た。 

ＩＩＡの事業は、ＩＴ人材育成事業をコアに、独自事業として合同新入社員研修や補助・委託事業として未来

のＩＴ人材創出促進事業、那覇市地域人づくり事業、ＪＩＳＡの地域活性化事業等を実施し一定の成果をあげ

ることができた。 

 

県補助事業のＩＴ人材力育成強化事業（ｉＴＡＰ事業）においては、沖縄県の自立型経済の構築に資するＩＴ

人材の育成を目的としたＩＴアドバンスド講座の成果として、１３７講座、受講者数７００名の計画値に対し、１６

５講座、受講者数９７８名の実績値となった。 

 

各委員会活動については、各委員会にて活動計画に沿って活発にセミナーやアンケート調査、講演会等を

実施し一定の成果を上げることができた。 

 

その他、会員サービス向上に応るべく、会長の個別企業訪問やアンケート調査等を実施した。また、会員サ

ービスの基盤となる事務所の環境整備やコスト削減を図る事や産学連携強化を図る目的により、平成２８年３

月に琉球大学内へ事務所を移転した。 

平成２７年度の会員入退会状況は、正会員の入会が７社、退会が２社で、合計９６会員となりました。退会

理由の主な要因としては会社の組織編制や経営不振等であった。 

平成２７年度の収支については、前期経常利益１，８１３，０５８円を利益消化計画に基づき平成２８年度

内定者向け新入社員プレセミナーを実施し利益の還元を実施した。 

 

２．平成２７年度 沖縄県情報産業協会会議等の開催状況 

①平成２７年度通常総会 

日時：平成２７年５月２８日（木）１６：００～１７：００ 

場所：沖縄産業支援センター １階 大ホール 

議 事 

第１号議案 定款の改定について 

第２号議案 平成２６年度事業報告・収支決算報告及び監査報告について 

第３号議案 平成２７年度事業計画（案）、収支予算（案）について 

第４号議案 役員の報酬額について 

第５号議案 平成２７年度借入限度額について  



 

 

第６号議案 役員の改選について 

各議案は原案通り可決された。 

②平成２７年度臨時総会 

日時：平成２７年１２月３日（木）１５：１５～１５：３０ 

場所：沖縄かりゆしアーバンリゾート・ナハ ６階 ニライの間 

議 事 

第１号議案 外部理事の選任について 

第２号議案 ＩＩＡの事務所移転に伴う定款変更について 

各議案は原案通り可決された。 

 

３．理事会の開催状況 

①第１回理事会 

日時：平成２７年５月１４日（木）１５：０５～１６：２０ 

場所：沖縄産業支援センター ３階３０７会議室 

議 案 

第１号議案 平成２６度事業報告について 

第２号議案 平成２６年度収支予算報告及び監査報告について 

第３号議案 規程改定について 

第４号議案 役員選出について  

第５号議案 定期総会及び議案事項について  

第６号議案 未収会費の処分について 

第７号議案 予算の補正について 

第８号議案 琉球ソフトビジネス支援センター事業について 

第９号議案 沖縄からアジアへトビタテ！留学ＪＡＰＡＮプロジェクトへの協賛について 

各議案は原案通り可決された。 

 

≪報告事項≫ 

１．入退会会員報告について 

２．仮受金の処分について 

②第２回理事会 

日時：平成２７年５月２８（木） １７：２５～１７：４０（平成２７年度通常総会後） 

場所：沖縄産業支援センター １階 大ホール  

議 案 

第１号議案 副会長の選任について 

第２号議案 常設委員会の担当理事（案）について 

    各議案は原案通り可決された。 

≪報告事項≫ 

１ 平成２７年度役員紹介 



 

 

２ 平成２７年度 年間理事会日程について 

③第３回理事会 

日時：平成２７年８月１９日（水） １６：００～１７：１０ 

場所：沖縄産業支援センター ３階 ３０７会議室 

議案 

第１号議案 「マイカー通勤管理規程」新規設定について 

第２号議案 ＩＩＡの事務所及び研修室移転について 

第３号議案 理事の人事異動に伴う今後の理事会体制について 

     第４号議案 会員企業を含む「新卒採用アンケート調査」について 

第５号議案 四国情報サービス産業協議会連合会との交流会について 

各議案は原案通り可決された。 

≪報告事項≫ 

１ 琉球大学情報工学科への定員増要請について 

④第４回理事会 

日時：平成２７年１１月１８日（水） １６：００～１６：４５ 

場所：琉球大学 地域創生総合研究棟 ３階 ミーティングルーム 

議 案 

第１号議案 理事選任について 

第２号議案 ＩＩＡの事務所移転について 

議案は一部追加修正うえ可決された。 

≪報告事項≫ 

１ 臨時総会及び合同忘年会について 

２ 入退会会員報告について 

 ⑤第５回理事会 

日時：平成２８年 ３月１６日（水） １６：００～１６：５５ 

場所：沖縄産業支援センター ３階 ３０３会議室 

議 案 

第１号議案 平成２８年度事業計画（案）・予算（案）について 

第２号議案 規程改定について 

第３号議案 役員選出の手順について 

第４号議案 中華民国情報サービス産業協会（ＣＩＳＡ）との連携協定について 

第５号議案 特別委員会「琉球ソフトビジネス支援センター」について 

議案は一部修正のうえ可決された。 

≪報告事項≫ 

１ 平成２８年度第１回理事会及び通常総会の日程確認について 

２ 入退会会員報告について 

３ 会長の活動状況報告について 

 

 



 

 

４．補助事業 

■事業名称：ＩＴアドバンスド・プロフェッショナル事業 

（１）事業の実施期間 

平成２７年４月１日から平成２８年３月１８日 

（２）補助事業の内容 

本事業は、県外よりビジネスを誘致し、その遂行を図るために必要な中核となる人材の育成及び新たなビジ

ネスの開拓、創出、拡大を担う人材の育成を産業界が事業主体となって実施し、沖縄県の自立型経済の

構築に資するＩＴ人材の育成を目的として実施した。 

≪事業内容は以下のとおりである。≫ 

① 先進的技術を活用した新たなシステムの開発や独自ソフトウェアの企画提案、プロジェクトの統括管理、発

注企業の要求レベルに即応できる人材等を育成するための講座の実施。 

② 業界の最新動向や先端技術について見識を深めるためのセミナーの実施。 

③ エンジニアのキャリア育成や企業の経営戦略策定、ＩＴ関連施策等に活用するためのスキルテストの実施。 

なお、①に関しては演習型、実践型、座学型（資格対策講座含む）、合計で１３７講座、受講者数延べ７

００名を予定した。本事業の開始にあたっては、沖縄県内の情報通信関連企業及びＩＴ技術者に対し本事

業に関する説明会を開催し、また、事業期間中においては、各種パンフレットを作成し、沖縄県内の情報

通信関連企業や教育機関等へ配布することにより、沖縄県内への周知を図った。 

（３）重点的に実施した事業 

単に知識の向上を図るのではなく、案件獲得にむすびつくための講座であるということを重点とし、演習型・

実践型講座を中心とした講座内容の組立てを行なった。また、技術力の可視化という観点から新たに資格

対策講座を実施した。 

（４）補助事業の成果 

※ＩＴアドバンスド講座＠ｉＴＡＰ 

① 「ＰＢＬ演習講座」は１４講座、受講者数７０名の計画に対し、１４講座、受講者数７０名の実施結果

となった。 

ＰＢＬ演習講座 計画 実績 

講座数 １４ １４ 

受講者数 ７０ ７０ 

 

②  全１６５講座の内、主に組込ソフトウェア、コンテンツ、システムエンジニア、プロジェクトマネジメント等の

キーワードを持つ講座を開講することができた。 

 

キーワード 講座数 

組込みソフトウェア ２９ 

コンテンツ ２１ 

システムエンジニア ２０ 

プロジェクトマネジメント １８ 

Ｗｅｂアプリ １２ 

マーケティング １２ 

情報システム部門 ９ 

 

 



 

 

③ 全体で１３７講座、受講者数７００名の計画に対し、１６５講座、受講者数９７８名という実施結果とな

り、計画値を大きく上回った。 

 

 計画 実績 

 講座数 受講者数 講座数 受講者数 

ＰＢＬ演習講座 １４ ７０ １４ ７０ 

即戦ＯＪＴ講座 ５１ ５１ ５４ ５４ 

プレ講座 ６０ ４８３ ８２ ７４２ 

資格対策 １２ ９６ １５ １１２ 

合計 １３７ ７００ １６５ ９７８ 

 

また、当該講座を受講することによって約３．１億円の案件獲得（即戦ＯＪＴ講座 １．６億円、ＰＢＬ演習

講座 ０．６億円、プレ講座０．９億円）につながった。（見込み額含む） 

※ ＩＴスキルテスト＠ｉＴＡＰ 

県内ＩＴエンジニア（専門学校生含む）９２９名が受験した。本講座受講者の他に県内ＩＴエンジニアをスキ

ルテストの対象を拡大したことで、本県における全体像を把握することができ、県外企業との比較対象が

できるようになった。 

※ 事業説明会およびＩＴアドバンスドセミナー＠ｉＴＡＰ説明会およびセミナーを以下のとおり行った。 

 

Ｎｏ． 実施日 イベント名 参加者数 

１ ４月２４日 

第１回特別セミナー、事業説明会 

「平成２７年度人材育成事業特別セミナー＆事業説明会」 

◇「情報処理技術者試験の活用と今後の方向性」 

  独立行政法人 情報処理推進機構（ＩＰＡ） 

谷澤 昭紀 氏 

◇「ＯｒａｃＩｅ認定資格の価値と活用方法 

  日本オラクル株式会社 

岡田 大輔 氏 

◇「平成２７年度人材育成事業（ｉＴＡＰ２０１５）」事業説明会 

７０名 

２ 

７月３０日～

３１日 

 

第２回特別セミナー 

「ＩＴサービスマネジメントに関するセミナー」 

  テクノファイル株式会社 

谷 誠之 氏 

① ７月３０日 （うるま市）ＩＴ津梁パーク 

② ７月３１日 （那覇市）沖縄産業支援センター 

増渕 大輔 氏 

２９名 

３ ９月１７日～ 第３回特別セミナー １０名 



 

 

１８日 「ＩＴスキルテスト活用セミナー」 

  株式会社 富士通ラーニングメディア 

    宮田 奈穂美 氏 

① ９月１７日午前の部 

② ９月１８日午後の部 

４ １０月３０日 

第４回特別セミナー 

「平成２７年度人材育成事業特別セミナー＆事業説明会」 

◇「ＩＴＩＬの最新動向、企業価値向上に向けて」 

株式会社 フェス 

二萬 章吾 氏 

◇「データマーケティング活用人材の育成とコンソーシアム化について」 

   株式会社 レキサス 

      常盤木 龍治 氏 

◇ｉＴＡＰ２０１５ 第２回事業説明会 

 

２４名 

 

Ｎｏ． 実施日 イベント名 参加者数 

５ １２月１８日 

第５回特別セミナー 

「知って納得！最新Ｊａｖａ技術を活用した開発生産性向上ポイント」 

◇ＪａｖａＯｎｅ２０１５から見える最新Ｊａｖａ技術動向 

日本オラクル株式会社 

伊藤 敬 氏 

◇開発生産性に効く技術者育成の勘所 

日本オラクル株式会社 

岡田 大輔 氏 

１７名 

６ ３月２日 

第６回特別セミナー 

「ＩＴスキル診断テスト」活用セミナー 

    株式会社 富士通ラーニングメディア 

小室 智子 氏 

１８名 

 

※ 教育機関等との連携体制 

      本事業の方向性を検討するために当協会の特別委員会として組織した「ＩＴ人材育成委員会」の委員

として琉球大学より委員を招聘している。 

 

   ■事業名称：地域活性化事業（ＪＩＳＡ） 

     ＪＩＳＡの地域活性化事業の助成金を利用し、地域情報化委員会、経営委員会、技術委員会がセミナ

ー 

等を開催している。（各委員会の活動報告参照） 



 

 

 

 

５．受託事業 

■事業名称：未来のＩＴ人材創出促進事業 

≪活動実施期間≫ 

平成２７年４月１０日～平成２８年２月２９日 

≪事 業 内 容≫ 

 未来のＩＴ人材創出促進事業受託コンソーシアムとして受託（コンソメンバー： ㈱ケイオーパートナーズ、フロム

沖縄推進機構、沖縄県中小企業家同友会）。 

 当協会では、主にＩＴ出前講座、高校向け職業人講話、文系大学向け就業意識啓発セミナーを担当した。 

 

  ■事業名称：地域人づくり事業（那覇市ＩＴ産業定着支援事業） 

 【事業目的】 

   那覇市に立地する情報通信関連企業に所属する若手社員の早期離職を防止し、定着率の向上を図る

事により、那覇市における情報通信関連産業の振興・発展に寄与する。 

 【事業コンセプト】 

  課題解決として次の研修講座を実施する。 

  モチベーションの低下 ⇒ 中堅・管理職対象ヒューマンスキル講座 

                  若手技術者対象ヒューマンスキル講座 

  技術レベルの未達  ⇒ 若手技術者対象テクニカルスキル講座 

 【講座概要】 

  ※中堅・管理職対象ヒューマンスキル講座 

   マネジメント手法を習得するとともに、長期的な観点での人材育成計画立案を目指す。 

  ※若手技術者対象ヒューマンスキル講座 

   業務行程やチーム作業におけるそれぞれの役割に関する理解を深め、自己の役割を認識し、将来的なキャ

リアプランの形成を図る。 

  ※若手技術者対象テクニカルスキル講座 

   Ｏｎ Ｔｈｅ Ｊｏｂにて習得した技能等について、知識レベルの再構築を行い、実業務の理解度を深める。 

 事業実績 

 事 業 実 績 備  考 

事業実績額 ６，７２６，８

８１円 

 

実績支援対象事業者数 １ ９ 事業

者 

実際の参加事業者数 

実績支援対象従業員数 ５５人 実際の参加従業員数 

 

６．自主事業 

■事業名称：新入社員合同研修 



 

 

≪研修趣旨≫ 

沖縄県内のＩＴ企業の新入社員に対し、新入社員合同研修を実施。各企業が、自社で実施する場合

のカリキュラム作成作業、講師手配作業等のコスト的負担の低減を目指し、沖縄県情報産業協会が企画

立案および運営を担っている。 

カリキュラムは、新人研修を通して業務に必要な職務遂行能力を修得することを目的とします。職務遂

行能力とは、ＩＴスキル、ビジネスコンピテンス、経験値を指します。新入社員は、職務遂行能力を修得する

過程において、エンジニアとしての志を立て、自己啓発に取り組めるよう構成している。 

参加者：３４名  

≪研修概要≫ 

1 ビジネススキル講座（３日間） 

・ビジネスマナー（社会人として必要とされる、挨拶、名刺交換および電話対応） 

２  プログラミング講座 約５週間 

   ・ＩＴ基礎 

・Ｌｉｎｕｘ（インストール、基本操作、サーバー構築） 

・Ｊａｖａプログラミング（基礎、文法、オブジェクトプログラミング） 

・Ｊａｖａフレームワークを利用したＷｅｂアプリケーションプログラミング（データベース基礎、バージュン管理、

要件定義、設計、Ｗｅｂアプリケーション） 

３  開発演習講座（オプションプログラム） 約２週間 

・プログラム開発演習（成果発表、発表準備含む） 

４  新入社員フォローアップセミナー 

・業務とＩＴの関係について 

・依頼と要件の関係について 

・先読み型の行動設計について 

≪期間≫ 

ビジネススキル講座 ：平成２７年４月６日（月）～平成２７年４月８日（水） 

プログラミング講座 ：平成２７年４月９日（木）～平成２７年５月２１日（木） 

開発演習講座 ：平成２７年５月２２日（金）～平成２７年６月４日（木） 

新入社員フォローアップセミナー：平成２７年１０月８日（木）～平成２７年１０月９日（金） 

受講時間 ： 午前１０時開始、午後５時終了（昼１時間休憩） 

開催場所 ： 沖縄産業支援センター ５階 高度ＩＴ研修センター（Ｂ教室） 

 

 ※平成２８年度内定者向け新入社員プレセミナー開催（無料） 

  ・社会人としての心得と基本的ビジネスマナーの習得 

≪期間≫ 

  平成２８年３月２９日（火）～平成２８年３月３０日（水） （２日間） 

 

７．委員会活動の状況 

当協会の委員会活動については、平成２４年度から再編された６委員会（総務委員会、技術委員会、経営

委員会、地域情報化委員会、アジアビジネス推進委員会、特別委員会）で積極的な活動が展開されているとこ



 

 

ろであります。具体的な内容については、別添活動経過報告資料を参照。 

 

８．その他活動等 

 国や県、関係団体のイベントは４０件に及び会長を中心に事務局で対応したが記述については定期開催が多

く重複するので主なイベントについて記述した。 

① 平成２７年６月沖縄県中小企業振興会議へ会長が参加 

② 平成２７年６月離島地区情報通信基盤整備推進事業適正化委員会へ委員として会長が参加 

③ 平成２７年９月万国津梁産業人材育成事業に留学派遣選定委員として会長が参加 

④ 平成２７年１０月国際海底光ケーブル関連委員会へ会長が参加 

⑤ 平成２７年１０月第１回離島ＩＣＴ利活用推進促進検討委員会へ委員として会長が参加 

⑥ 平成２７年１１月普天間飛行場跡地利用審議委員会へ委員として会長が参加 

⑦ 平成２８年１月「おきなわＳｍａｒｔ Ｈｕｂ構想アクションプラン２」検討委員会へ会長が参加 

 

※ 協会会長の主な対外活動役職 

 対外活動先 職位 備考 

１ 沖縄県情報通信関連産業団体連合会 会長 （略称：ＩＴ連） 

２ フロム沖縄推進機構 理事  

３ （公財）沖縄県産業振興公社 理事  

４ 普天間飛行場跡地利用基本方針策定審議調査会 委員 沖縄県企画部 企画調整課 

５ 万国津梁産業人材育成事業 委員 （公財）沖縄県産業振興公社 

６ （一社）情報サービス産業協会 評議員 ＪＩＳＡ 

７ 沖縄離島ＩＣＴ利活用促進検討委員会 委員 沖縄県企画部 地域・離島課 

８ 離島地区情報通信基盤整備推進事業適正化委員会 委員 沖縄県企画部 総合情報政策課 

 

９．事務局体制及び機能の強化について 

平成２８年３月末日現在の事務局の体制は、事務局長１名、事務局次長１名、事務担当者１名、人材育

成事業担当者４名の合計７名体制となっている。また、人材育成事業担当者１名が退職したため新たに職員１

名を採用する予定である。 

内部規程の改定や契約書等の見直しを専門家の助言を受けながら関係規程類を修正し、業務上の潜在リ

スクの洗い出しを行い、整理・修正を実施し体制強化を図った。 

 

事業報告の付属明細書 

「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第３４条第３項に規定する「事業報告書の内容を

補足する重要な事項」は存在しないので付属明細書は作成不要とした。 



 

 

                                                       


